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特記仕様書 

第１章 業務概要 

１ 委託名 

下田最終処分場浸出水処理施設建替施設整備・運営事業に係るアドバイザリー 

業務委託 

 

２ 委託場所 

  千葉市中央区千葉港１番１号 

 

３ 履行期間 

契約締結日の翌日から令和５年３月１７日まで 

 

４ 目的 

本業務は、下田最終処分場浸出水処理施設建替施設整備・運営事業を「民間資金等の活

用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11年法律第 117 号）」（以下、Ｐ

ＦＩ法と称する）の規定に準じて、公設民営方式（以下、ＤＢＯ（Design：設計、Build：

建設、Operate：運営）方式と称する）で実施するにあたり、廃棄物処理施設整備に関す

る幅広い知識、ＰＦＩ法・民活手法に関する幅広い知識及び高度な専門能力を有する者の

支援を受けることにより、適正かつ確実な事業実施とすることを目的とする。 

 

５ 対象施設の概要 

（１）下田最終処分場（運営事業） 

  ・所在地 ：若葉区下田町 1005 

  ・埋立開始：昭和 46年 11 月 1日 

  ・埋立終了：平成 9年 3月 

  ・処理方法：サンドイッチ方式 

  ・埋立容量：1,019,648 ㎥ 

  ・埋立面積：129,984 ㎡ 

 

（２）下田最終処分場浸出水処理施設建替施設（整備・運営事業） 

・建設予定地   ：千葉市若葉区谷当町 580 番 1 

・敷地面積    ：6,662.58 ㎡ 

・計画流入水量  ：800 ㎥／日 

・浸出水調整槽容量：1,500 ㎥以上 
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・水処理方式   ：生物処理（硝化・脱窒）＋凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭吸着＋消毒 

・汚泥処理方式  ：汚泥重力濃縮＋脱水処理 

 

第２章 一般事項 

１ 適用範囲 

本業務は、本仕様書並びに千葉市契約規則に従い施行しなければならない。 

 

２ 業務管理 

（１）受注者は、作業計画書を作成し、発注者の承諾を得なければならない。作業計画書に

は、次に示す事項を記載するものとする。 

   ①業務内容 

   ②実施体制図 

   ③業務実施担当者一覧（経歴書を添付） 

   ④実施工程表 

   ⑤その他発注者が指示する事項 

（２）受注者は、業務の円滑な進捗を図るため、充分な経験を有する技術者を配置しなけ 

ればならない。 

（３）協議、打合せ事項等は、すべて議事録を作成して発注者に提出しなければならない。 

 

３ 成果品の管理及び帰属 

  成果品の管理及び帰属は全て発注者とする。また、本業務の遂行過程及び完成後におい

て、受注者がこれを利用もしくは公表することは一切認めない。 

 

４ 提出書類  

（１）受注者は、作業の着手に先立ち下記の書類を提出しなければならない。 

①着手届 

②工程表 

③主任技術者選任届及び主任技術者経歴書（資格証の写しを添付） 

④作業計画書 

（２）受注者は、各作業が完了した際は下記の書類を提出しなければならない。 

①完了届 

②成果品 

③その他必要な書類 
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５ 関係法令等の遵守 

受注者は、業務の実施に当たり次の法令等を遵守しなければならない。 

（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律、同施行令、同施行規則 

（２）環境関連法令、同施行令、同施行規則 

（３）民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律、同施行令 

（４）その他関係諸法令、通達、通知等 

 

６ 中立性の保守 

受注者は、常にコンサルタントとしての中立性を保持するように努めなければならな

い。 

 

７ 主任技術者 

（１）受注者は主任技術者を配置し、迅速で正確な業務を執行しなければならない。 

（２）主任技術者は、業務の全般にわたり包括的管理を行わなければならない。 

 

８ 資料の貸与と返却 

発注者は、本業務の遂行上必要な資料を有している場合には受注者に貸与する。受注者

は、貸与を受けた場合には貸与を受けた資料のリストを提出するとともに、発注者が指定

する期日までに資料を返却しなければならない。 

 

９ 検 査 

受注者は、業務完了後、所定の手続きを経て検査を受けるものとし、発注者の検査合格

をもって引渡しとする。 

なお、納入後に成果品に記入漏れ、不備、または誤りが発見された場合、受注者は速や

かに訂正しなければならない。 

 

１０ 疑義の解釈 

本業務の遂行にあたり疑義が生じた場合または本仕様書に定めのない場合には、発注

者と協議し指示に従うものとする。但し、業務遂行上必要と認められる軽微な事項につい

ては、受注者の費用及び責任において実施するものとする。 

 

１１ 仕様書の適用範囲 

本仕様書は業務の遂行にあたって、基本的な内容について定めるものであり、本仕様書

に明記されていない事項であっても、本仕様書の目的達成のために必要な資料及び書類、

または業務の性質上、当然必要と思われるものについては、受注者の責任において、すべ

て完備しなければならない。 
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１２ 業務の変更及び停止  

発注者が必要と認めたときは、業務の変更もしくは停止を命ずることができる。この場

合の変更については、発注者と受注者が協議のうえ、契約金額を増減する。 

 

１３ その他注意事項 

（１）受注者は、業務の実施にあたり、発注者から必要とする資料の作成を依頼されたとき

は、これに応じるものとする。 

（２）本業務の遂行に当たっては、必要に応じて関係機関と十分協議の上で進めること。 

（３）受注者は、発注者が関係する行政機関との協議が必要なとき、または協議を求められ

たときは、誠意をもってこれに協力するものとすること。 

（４）受注者は、関係する官公庁との協議を必要とする場合には、発注者に承諾を得たうえ

で迅速に対応すること。 

（５）受注者が関係する官公庁等から交渉を受けたときには、遅滞なくその旨を発注者に申

し出て協議すること。 

（６）受注者は、本業務の遂行により知り得た秘密事項を第三者に漏らしてはならない。 

（７）受注者は、本業務の引渡しが終了した場合であっても、発注者から本業務について説

明を求められたときは、誠意をもって応じなければならない。 

 

１４ 成果品 

成果品は次のとおりとする。 

（１）公表書類 

①実施方針及び要求水準書（案） 

②実施方針等に対する質問回答書 

③特定事業の選定 

④事業者募集資料（入札説明書、要求水準書、落札者選定基準書、様式集等） 

⑤募集書類等に対する質問回答書 

⑥事業者の選定 

⑦基本協定書・事業契約書 

（２）業務報告書 

事業者募集資料作成や事業者選定など、公表書類を作成する過程において検討を行

った事項についてまとめた書類（議事録、参考資料、データ等） 

（３）審査委員会に関する資料（審査内容、議事録等） 

（４）その他発注者が指示するもの 

（５）提出部数 

  ア 令和３年度 

①公表書類         Ａ４版くるみ製本 ５部 
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②業務報告書        Ａ４版くるみ製本 ５部 

③審査委員会に関する資料  Ａ４版くるみ製本 ５部 

④上記書類の電子データ   ＣＤ－Ｒ     ２枚 

  イ 令和４年度 

①公表書類         Ａ４版くるみ製本 ５部 

②業務報告書        Ａ４版くるみ製本 ５部 

③審査委員会に関する資料  Ａ４版くるみ製本 ５部 

④上記書類の電子データ   ＣＤ－Ｒ     ２枚 
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第３章 委託内容 

１ 事業スキーム、事業者選定方式等の検討 

（１）事業スキーム及び契約方式の検討 

   本事業をＤＢＯ方式で実施するにあたっての事業スキーム及び契約方式の検討を行

う。 

（２）事業者選定方式の検討 

発注方式、評価方法、事業者選定スケジュール及び事業者参加資格条件の検討を行う。 

（３）リスク分析及び官民役割分担の検討 

本事業の遂行に関するリスクについて、リスク分析及び官民の役割分担の検討を行

う。 

（４）市場調査等の実施 

上記までの検討を踏まえ、市場調査を実施する。市場調査は、プラントメーカに対し

て見積設計（施設整備費及び運営維持管理費）を依頼し、参考見積書を徴取することに

より行う。さらに、プラントメーカから提出された参考見積書について精査し、発注者

が予定価格を設定するために必要な支援を行う。 

 

２ 実施方針の作成及び公表に係る支援 

以下の項目を踏まえた実施方針案の作成、修正及び公表の支援を行う。また、事業者か

らの質問に対する回答案の作成等についても行う。 

（１）特定事業の選定に関する事項 

（２）事業者の募集及び選定に関する事項 

（３）事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

（４）公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

（５）事業計画または協定の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

（６）事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

（７）法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

（８）その他特定事業の実施に関して必要な事項 

 

３ 特定事業の評価、選定及び公表に係る支援 

上記の実施方針に基づくＶＦＭ（Value For Money）の算定結果（定量的評価）に定性

的評価を加えて、特定事業の選定資料の作成・公表支援を行う。 

 

４ 事業者の募集、評価、選定及び公表に係る支援 

事業者を募集するための以下の資料の作成を行う。 

（１）事業者募集資料等の作成 
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ア 入札説明書 

    事業の概要説明、事業実施の前提条件、事業者の募集、選定手順、契約に関する事

項等重要な事項を定める。 

イ 要求水準書 

    事業者が実現すべき浸出水処理施設建替施設の整備、下田最終処分場及び浸出水

処理施設建替施設の運営・維持管理等のサービス内容、事業者がサービスを実施する

際の業務の水準等を定める。なお、浸出水処理施設建替施設整備の内容は、本市が令

和２年３月に作成した「浸出水処理施設建替工事発注仕様書（案）」を基本として、

下田最終処分場内設備の更新や建設用地前面道路の整備などを追加項目として検討

する。 

ウ 落札者選定基準書 

    本市の特性や学識経験者等で構成する千葉市ＰＦＩ事業等審査委員会（以下、審査

委員会と称する）の意見等を踏まえた提案書の評価方法、落札者選定基準を定める。 

エ 様式集 

    事業者が本市へ提出する提案等の様式集を作成する。 

（２）募集書類等に対する質問回答書案の作成 

事業者からの募集書類等に対する質問回答書案を作成する。 

（３）事業者選定のための提案書等の評価支援 

ア 事業者から提出された提案書等の取りまとめ及び評価用資料を作成する。 

  イ 審査委員会から求められた場合の必要な対応を行う。 

（４）事業者選定評価結果の公表 

事業者選定評価結果を公表するための資料を作成する。 

（５）選定事業者の提案書に基づくＶＦＭの算定 

   選定事業者の提案書に基づくＶＦＭの算定資料を作成する。 

５ 協定及び契約の締結に係る支援 

本市と事業者との間で締結する基本協定書案（事業契約前におけるＳＰＣ※設立等の

基本的事項に関する協定）及び事業契約書案の作成、事業者との協定、契約に係る交渉及

び契約締結に係る支援を行う。 

※ＳＰＣ（特別目的会社）：特定の事業を遂行することのみを目的として設立する会社 

 

６ 審査委員会の運営支援 

本市では、事業者の選定に関して、実施方針の検討段階から事業契約まで、審査委員会

の評価を踏まえて検討を行うことから、審査委員会の運営に関する以下の事項について

支援を行うこと。なお、各審査委員との連絡調整は本市が行い、各審査委員への報償費等

の審査委員会の運営に係る費用は、本市が負担する。 

（１）審査委員会用資料の作成 
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（２）審査委員への事前説明 

（３）審査委員会への出席（議事進行、資料説明、質問への対応等の支援を含む。） 

（４）議事録の作成 

   ※審査委員会の開催予定 

開催回及び内容：以下の内容の審査を行う予定であるが詳細は別途協議とする。 

       第１回 実施方針案・特定事業の選定に係る事項（令和３年１１月予定） 

       第２回 募集資料案に係る事項        （令和４年２月予定） 

       第３回 資格審査、評価方法等に係る事項   （令和４年３月予定） 

       第４回 提案書評価に係る事項        （令和４年１０月予定） 

       第５回 落札者選定に係る事項        （令和４年１１月予定） 

 

７ その他の支援 

（１）ホームページ作成の支援 

発注者ホームページについて、事業の実施手続に係る情報等の公開に必要な電子デ

ータの作成を行う。 

（２）法的業務の支援 

業務の遂行にあたり、法的業務の支援には、受注者の負担により弁護士による対応を 

行う。 

（３）運営開始後のモニタリング方法の検討 

運営開始後に本市が行うモニタリングの内容を整理し提案する。 

 


